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1.1.1.1. 新県域水道ビジョンの策定にあたって新県域水道ビジョンの策定にあたって新県域水道ビジョンの策定にあたって新県域水道ビジョンの策定にあたって     近年、水道事業をとりまく状況は大きく変化しています。まず、人口減少社会が進展する中で水需要が減少傾向にあります。また、昭和 40 年代を中心に整備した水道施設の老朽化が進み、今後施設更新時期を迎え、多大な施設更新費用が発生することも予想されており、施設更新の遅れも課題となっています。さらに、熟練職員の大量退職による技術力の低下や人材不足もあり、水道事業の経営環境がより一層厳しくなっています。加えて、近年の地震や豪雨台風等、災害の多発の状況の中で、施設耐震化を中心としたハード面や災害時における危機管理体制整備等のソフト面での重要性が増しています。 一方、本県では、市町村合併が進まず、小規模の市町村が多数存在しており、市町村合併に代わる奈良県という地域にふさわしい行政のしくみとして「奈良モデル」の取組みを進めています。「奈良モデル」は「地域の活力の維持・向上や持続可能で効率的な行財政運営をめざす、市町村同士または奈良県と市町村の連携・協働のしくみ」として新しい仕組づくりを目指しており、その取組みの１つとして、県と市町村の水道事業の広域連携に取り組んできました。 このような中で、平成 23 年度に「県域水道ビジョン」を策定し、その後、県営水道への水源転換や、磯城郡３町による経営統合の合意など、県内でも地域単位での水道の広域連携に取り組んできたところです。また、平成 30 年 12月、水道事業が直面する課題に対応するため、水道の基盤強化を図ることを趣旨として水道法が改正され、都道府県の役割として、自ら調整役となり、県内水道事業者等の広域的な連携を推進することが求められることとなりました。 今後も、県民の皆さまに、安全で、安心して飲んでいただける水道水を将来にわたり供給し続けるため、県内の水道事業が抱える課題を解決する手段として、中長期的な視点での県域水道の方向性や、広域連携の実現に向けての取組みをまとめた「新県域水道ビジョン」を策定します。なお、本ビジョンに基づき県と市町村において一体化の協議を進めていきます。また、ビジョン実現の過程において必要な検証を行います。  ※県域水道：県営水道と市町村水道の総称  
2.2.2.2. 新県域水道ビジョンの対象期間新県域水道ビジョンの対象期間新県域水道ビジョンの対象期間新県域水道ビジョンの対象期間    計画期間は平成 31 年度からの概ね 10 年間とします。   
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3.3.3.3. 新県域水道ビジョンの基本新県域水道ビジョンの基本新県域水道ビジョンの基本新県域水道ビジョンの基本的的的的事項事項事項事項（県における基本方針）（県における基本方針）（県における基本方針）（県における基本方針） 
 

 

 

 

 

  少子高齢化に伴う人口減少社会の進展や水需要の減少などにより、水道事業を取り巻く社会環境は大きく変化しています。また、水道施設の老朽化進行や耐震性不足、水道職員減少による技術力低下など、水道事業を取り巻く経営環境はますます厳しくなり、現状の施設・水源・人材等の水道資産を有効に活用し、効率的で持続可能な水道事業運営が求められています。 これらの課題に対して、各市町村の水道事業者が単独で対応することには限界があり、安全・安心な水道水を将来にわたって持続的に供給するためには、水道事業者の個別事情を越えて広域連携などにより課題解決を図ることが必要と考えています。 このような中、平成 29 年 10月、県域全体の将来のあるべき姿を示した「県域水道一体化の目指す姿と方向性」において、県域水道一体化構想を提案いたしました。 さらに、改正水道法において県が県内水道事業者等の広域的な連携の推進役としての責務が新たに規定されたことに鑑み、県内の水道事業をめぐる課題を解決する手法の一つとして、県及び市町村の広域連携の目指す姿である、「県域水道一体化」や「簡易水道の広域的支援体制の構築」を推進し、アセットマネジメントの考えに基づく水道施設の計画的な更新や維持管理、健全な経営の確保、運営に必要な人材の育成等、水道基盤強化に向けた方策を講ずることによって、県民の命を守り、災害に強く将来にわたり持続可能な水道事業の実現に努めます。    

 人口減少社会の進展による水需要の減少などにより、水道事業を取り巻く経営環境は今後ますます厳しくなり、限られた資源の中、効率的で持続可能な水道事業経営が求められています。 
 県内水道事業の課題を解決し水道の基盤強化のため、県及び市町村の広域連携実現に向けた指針として、本ビジョンを策定します。 
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4.4.4.4. 県域県域県域県域水道の現況及び基盤の強化の目標水道の現況及び基盤の強化の目標水道の現況及び基盤の強化の目標水道の現況及び基盤の強化の目標    １）計画区域 
 

 

 

 各市町村が担っている水道事業は、5千人を超える給水エリアは上水道事業、5千人以下の給水エリアについては簡易水道事業として各家庭や企業等に給水しています。 大和平野を中心に人口密度の高いエリアに位置し、主に上水道事業を行う「上水道エリア」と、県の東部や南部に位置する中山間地域で、簡易水道事業を行う「簡易水道エリア」は、地理的条件、経済的条件、施設規模などの状況や課題解決に向けた手法が異なっているため、下記のとおり区分します。  計画区域計画区域計画区域計画区域    計画区域 構成事業体 上水道エリア    県営水道 区域 用水供給事業 奈良県  上水道事業 奈良市、大和高田市、大和郡山市、天理市、橿原市、 桜井市、御所市、生駒市、香芝市、城市、宇陀市、 平群町、三郷町、斑鳩町、安堵町、川西町、三宅町、 田原本町、高取町、明日香村、上牧町、王寺町、 広陵町、河合町  五條・吉野 区域 上水道事業 五條市、吉野町、大淀町、下市町 簡易水道エリア 山添村、曽爾村、御杖村、黒滝村、天川村、野迫川村、 十津川村、下北山村、上北山村、川上村、東吉野村  「上水道エリア」は県営水道が用水供給事業を行い、11 市 12 町 1 村が上水道事業を行う県営水道区域と、吉野川を水源として 1 市 3 町が上水道事業を行う五條・吉野区域から構成されています。このうち、11 市町村※が自己の浄水場を持たず、県営水道を 100％受水しています。 ※平成 30 年 4月時点：大和高田市、橿原市、香芝市、平群町、川西町、田原本町、 高取町、明日香村、上牧町、王寺町、広陵町 なお、宇陀市、五條市、吉野町、下市町には、上水道に統合された旧簡易水道施設があります。  

 県内の市町村を「上水道エリア」「簡易水道エリア」「上水道エリア」「簡易水道エリア」「上水道エリア」「簡易水道エリア」「上水道エリア」「簡易水道エリア」に区分し、エリア毎に水道事業の在り方検討を行います。 
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「簡易水道エリア」は 11 村で構成され、平成 28 年度末までの簡易水道の統合により 1 村 1 簡易水道事業のみが行われており、小規模な簡易水道施設が広範囲に点在している状況です。 また、人口や地形によりエリアごとの水道普及率にも差異があります。上水道エリアでは水道普及率が 99%を超える高い水準となっています。一方で、簡易水道エリアは中山間地域が多く集落が広範囲に点在しているため、上水道エリアに比べ、水道普及率が 86.4％と低い水準となっています。 なお、奈良市、御所市、平群町には、上水道に統合されていない簡易水道事業があります。 計画区域の現状計画区域の現状計画区域の現状計画区域の現状    計画区域 行政区域内総人口（人） 面積（km2） 水道普及率（％） 上水道エリア 1,334,630 1,638 99.3  県営水道区域 1,274,679 1,150 99.4  五條・吉野区域 59,951 488 98.5 簡易水道エリア 16,513 2,0５3 86.4 計 1,351,143 3,6９1 99.2 出典：平成 28 年度奈良県統計年鑑、平成 28 年度奈良県の水道概要 
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 県営水道の成り立ち県営水道の成り立ち県営水道の成り立ち県営水道の成り立ち 本県は北部の大和平野、東部の大和高原、南部に県土面積の約２／３を占める吉野山地があります。また、県内の水系は、大和川水系、淀川水系（宇陀川）、南部の紀の川水系（吉野川）、新宮川水系（熊野川）の４つの水系に大別されます。 大和川水系は水源となる山地が浅いため水量は乏しく、その他の河川は水量が豊富ですが、主に他府県の水源となっていました。加えて、地下水は水質に恵まれず、水量も不安定なものでした。そのため、古くから、人口の集中する大和平野における水の安定供給が重要な課題でした。 このような中、昭和 30 年代以降の急激な人口増加に伴う水需要の増加に、各市町村が個々に水源を確保することが困難なことから、各市町村へ広域的に用水供給を行う県営水道が昭和 42 年に発足しました。 現在、県営水道が水源とするダムが、大和平野における主な水源となっており、吉野川分水事業による大迫・津風呂ダム（紀の川水系）、および室生ダム（淀川水系）、平成 25 年に供用開始した大滝ダム（紀の川水系）があります。ダム開発による水道水源の保全の結果、良質で安全な水道水を安定的に供給することが可能となっています。  

 出典：奈良県営水道ぷらん 2019   
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２）県域水道の現状分析と評価、課題の抽出 （１）上水道エリア          ①①①① 水需要水需要水需要水需要の状況の状況の状況の状況    上水道エリアでは、大滝ダムの完成や十津川紀の川二期事業により、水需要は概ね満たされています。しかし、水需要の減少により各事業体における水道施設稼働率が低下しており、今後、人口減少により更に水需要の減少が予測されます。 このため、水道施設を更新する際には、水源や水道施設の最適化を検討する必要があり、ダウンサイズや施設の統廃合など、市町村域を超えた施設の共同化を行い、水需要に見合った施設更新を行う必要があります。  上水道エリアの給水人口と年間給水量予測上水道エリアの給水人口と年間給水量予測上水道エリアの給水人口と年間給水量予測上水道エリアの給水人口と年間給水量予測    

 出典：社会保障・人口問題研究所推計人口（平成 30 年）を利用した水需要予測   
020000400006000080000100000120000140000160000180000

02004006008001,0001,2001,400
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43 H44 H45 H46 H47 H48 H49 H50 H51 H52 H53 H54 H55 H56 H57 H58年間給水量（実績） 年間給水量（予測）給水人口（実績） 給水人口（予測）

給水人口（千人）と年間給水量(千m3/年)【上水道エリア】 （千m3/年）（千人）

 人口減少社会の進展により水需要が減少し、水道施設稼働率の低下や給水収益の減少が予測されます。 
 水道施設は老朽管更新や耐震化などにより、将来的に施設更新費用が大きく増加することが予測されます。 
 職員数の減少により、今後の技術継承や後継者育成が急務となっています。 
 これらの現状により、水道事業は厳しい経営状況を迎えることが予測される中、大規模災害時の危機管理体制を強化する必要もあります。 
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 ②②②② 水道水道水道水道施設施設施設施設のののの状況状況状況状況    将来的な水需要の減少が見込まれる中、現状においても施設利用率が全国平均を下回る状況であり、県域全体で効率的な投資や資源の最適化を行うためには、市町村域を超えた施設共同化による施設更新費用の抑制策を検討する必要があります。 また、水道料金高騰を避けた施設更新の抑制、職員不足による工事発注の停滞などの要因により、管路の更新が進んでおらず、管路更新率は全国平均を下回る状況にあります。このことにより老朽管が増え、管路経年化率は全国平均に比べ悪い状況にあります。                       水道施設の施設利用率水道施設の施設利用率水道施設の施設利用率水道施設の施設利用率                                                管路更新率管路更新率管路更新率管路更新率    
            管路経年化率管路経年化率管路経年化率管路経年化率                                        浄水施設・基幹管路の耐震化率浄水施設・基幹管路の耐震化率浄水施設・基幹管路の耐震化率浄水施設・基幹管路の耐震化率    
        出典：平成 28 年度経営比較分析表、平成 28 年度水道統計           

52 52 54 60 404550556065
県営水道区域 五條・吉野区域 上水道エリア 全国平均

施設利⽤率（単位︓％）
0.50 0.18 0.50 0.76 0.000.100.200.300.400.500.600.700.80

県営水道区域 五條・吉野区域 上水道エリア 全国平均
管路更新率（単位：％）

22 23 21 15 0510152025
県営水道区域 五條・吉野区域 上水道エリア 全国平均

管路経年化率（単位：％） 60% 21% 28%43% 17% 39%0%10%20%30%40%50%
60%70%

県営水道区域 五條・吉野区域 全国平均
耐震化の状況

浄水施設耐震化率（％） 耐震管の割合 （基幹管路）（％）
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今後、効率的な投資や資源の最適化に向けて浄水場等の施設の統廃合を検討する際には、災害時のリスクマネジメントを考慮した効率化を検討する必要があります。更に、管路及び配水池等施設の耐震化を進めるとともに、重要給水施設への管路の耐震化などを考慮した優先順位付けをルール化する必要があります。併せて、施設の長寿命化策を検討するなどの、効率的な更新計画を検討する必要があります。 このような中、施設の設置時期から算出した水道施設の更新費用予測では、県全体で今後 30 年間の施設更新費用が現在の 3 倍程度になることが予想されており、早急に資産の現状把握とアセットマネジメントを実施し、適正な資産管理と資源を有効に活用する観点から、優先順位を考慮した施設更新計画の策定が求められます。 
             水道施設の水道施設の水道施設の水道施設の更新費用更新費用更新費用更新費用予測予測予測予測    

 出典：平成 27年度の各市町村固定資産台帳に基づくアセットマネジメント及び、    県営水道における更新費用予測より作成  
 未普及地域について未普及地域について未普及地域について未普及地域について 県内における一部の水道未普及地域の解消に際しては、既存水道施設の拡張か、水道法によらない簡便な浄水手法による供給など、多角的にコスト比較等の検討を行い対応していく必要があります。   

05,00010,00015,00020,00025,00030,00035,000
S51 S52 S53 S54 S55 S56 S57 S58 S59 S60 S61 S62 S63 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43 H44 H45 H46 H47 H48 H49 H50 H51 H52 H53 H54 H55 H56 H57 H58

更新費用（百万円）
更新費用5年平均 実 績 予 測
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③③③③ 水道料金水道料金水道料金水道料金の状況の状況の状況の状況    奈良県の水道料金（平均）は 1,746円（家庭用料金、月 10ｍ3）で、全国で１１番目の高い水準にあります。水源の適正利用、水道施設・設備の最適化、水道事業の効率化を進め、安全で安定的な水道水の供給を持続できる県域全体の水道事業が求められています。  全国の水道料金の状況全国の水道料金の状況全国の水道料金の状況全国の水道料金の状況  
 出典：平成 28 年度水道統計  上水道エリア（県営水道区域、五條・吉野区域）では平均 1,700円を超える水準ですが、県内の上水道の水道料金には約２．８倍の格差があり、ばらつきが大きい状況です。また、料金回収率の低い事業体については、今後、水道料金の見直しが必要となります。しかし、水道料金が高く、料金回収率の低い事業体では、経営努力をしても持続的な経営が困難になる可能性が高く、抜本的な経営改革を図る必要があります。 

  上水道エリアの水道料金の状況上水道エリアの水道料金の状況上水道エリアの水道料金の状況上水道エリアの水道料金の状況    

 出典：平成 28 年度奈良県の水道概要 

05001,0001,5002,0002,500
青森県 山形県 北海道 宮城県 福島県 岩手県 秋田県 茨城県 千葉県 佐賀県 奈良県 長崎県 香川県 長野県 福岡県 島根県 石川県 岡山県 鹿児島県 広島県 滋賀県 宮崎県 栃木県 沖縄県 新潟県 兵庫県 熊本県 富山県 岐阜県 大分県 京都府 愛媛県 和歌山県 鳥取県 山口県 群馬県 三重県 徳島県 大阪府 福井県 愛知県 東京都 埼玉県 静岡県 山梨県 高知県 神奈川県 全国平均

（単位：円） 水道料金の比較
1,746円（奈良県）円（奈良県）円（奈良県）円（奈良県）

1,491円（全国平均）円（全国平均）円（全国平均）円（全国平均）

05001,0001,5002,0002,5003,000（単位：円） 水道料金（10m3）の比較（上水道）
県営水道区域 五條・吉野区域
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上水道エリアの水道料金と料金回収率の関係上水道エリアの水道料金と料金回収率の関係上水道エリアの水道料金と料金回収率の関係上水道エリアの水道料金と料金回収率の関係  

 出典：平成 28 年度奈良県の水道概要、平成 28 年度経営比較分析表 
 ④④④④ 職員職員職員職員の状況の状況の状況の状況    職員数は過去 10 年間で約 22％減少しており、多くの事業体では水道業務と下水道業務等を兼務している状況です。また、年齢構成別では、50 歳以上の職員が全体の 34％を占めており、技術の継承、後継者育成が急務となっていますが、各事業体独自で人員を増やすことは困難な状況であり、人材確保の面からも広域連携を進めていく必要があります。  上水道エリア上水道エリア上水道エリア上水道エリア（（（（県営水道県営水道県営水道県営水道含む）含む）含む）含む）の職員数推移の職員数推移の職員数推移の職員数推移 

 出典： 水道統計 

奈良市 大和高田市大和郡山市天理市 橿原市桜井市 五條市 御所市
生駒市香芝市城市

宇陀市 平群町三郷町斑鳩町安堵町 川西町三宅町田原本町 高取町
明日香村上牧町 王寺町広陵町 河合町 吉野町大淀町

下市町
全国

55

65

75

85

95

105

115

125

135

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000

水道料金（10m3）と料金回収率の関係：県内市町村 A

BD

C
Aブロック：料金は全国平均以上以上以上以上、料金回収率は100%以上以上以上以上
Bブロック：料金は全国平均以上以上以上以上、料金回収率は100%未満未満未満未満
Cブロック：料金は全国平均未満未満未満未満、料金回収率は100%以上以上以上以上
Dブロック：料金は全国平均未満未満未満未満、料金回収率は100%未満未満未満未満全国値平均料金：1,483円平均料金回収率：104.5%

料金回収率
(%)

水道料金(円)

水道料金が全国より高い水準だが料金回収率が100%以下（Bゾーン）という、経営努力を行っても持続的な経営が困難となる可能性のある団体が見受けられる

（人） ※臨時職員等を除く 
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上水道エリア上水道エリア上水道エリア上水道エリア（（（（県営水道県営水道県営水道県営水道含む）含む）含む）含む）の年齢別職員構成の年齢別職員構成の年齢別職員構成の年齢別職員構成 

 出典： 平成 28 年度水道統計  多くの事業体では、必要な知識を有する人材の不足や、業務の標準化がされておらず特定の職員でしか対応できない業務があるなど、労務面の課題があります。 今後、広域連携により人材を集約し、業務の標準化・共同化を進めるとともに、民間委託等による業務効率化も併せて検討する必要があります。また、民間委託された業務をモニタリングするために必要となる技術力を持った人材の確保や、職場でのOJTも含めた人材育成や危機管理体制の強化等の方策を検討していく必要があります。  ２８２８２８２８事業体事業体事業体事業体アンケートアンケートアンケートアンケート（労務面の課題）（労務面の課題）（労務面の課題）（労務面の課題）    労務面の課題労務面の課題労務面の課題労務面の課題    該当該当該当該当事業事業事業事業体体体体    業務量に対して職員数が絶対的に不足している 15 必要なスキル・知識を有する人材が絶対的に不足している 21 工事関連の人材不足により、必要な管路更新等ができない 13 人員年齢構成の歪みで特定の世代の人数が少ない 14 職員平均年齢の高齢化が進み、技術・知見を有した職員の定年退職が控えている 10 一般会計部門も含めたローテーションである中、必要なスキル・知見を有する人材の配属が不十分である 20 一般会計部門も含めたローテーションである中、引継期間が短く、必要な業務引継が十分行えない 13 業務の標準化等がされておらず、特定の職員でしか対応できない業務がある 21 出典：平成 30 年度上水道エリア 28 事業体アンケート   

0 20 40 60 80 10025歳未満25歳以上～30未満30歳以上～35未満35歳以上～40未満40歳以上～45未満45歳以上～50未満50歳以上～55未満55歳以上～60未満60歳以上 事務職員 技術職員 その他 

今後 10 年間で 職員全体の 34％が退職 
（人） 
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⑤⑤⑤⑤ 危機管理危機管理危機管理危機管理の状況の状況の状況の状況 大規模地震等の災害などで水道施設に被害があった場合などを想定して、給水作業・復旧作業に従事する職員の派遣、復旧資器材の提供などの相互応援について、奈良県内（県内各市町村・日本水道協会奈良支部）や、県外（日本水道協会関西地方支部・近畿水道用水供給事業連絡会）の関係機関・事業体と協定や覚書を締結しています。 また、各市町村において、災害時の混乱を防ぎ、被害を最小限にする目的で、災害時の応急給水計画、応急復旧計画、各種危機管理マニュアルが策定されているところもありますが、多くが未策定の状況のため、更に危機管理マニュアル等の整備を進める必要がります。 締結した応援協定・覚書締結した応援協定・覚書締結した応援協定・覚書締結した応援協定・覚書    
• 奈良県水道災害相互応援に関する協定 
• 日本水道協会奈良県支部水道災害時相互応援に関する要綱に基づく協定書 
• 災害発生時における日本水道協会関西地方支部内の相互応援に関する協定 
• 近畿２府５県の府県営及び大規模水道用水供給事業者の震災時等の相互応援に関する覚書 
• 全国都道府県における災害時の広域応援に関する協定書  危機管理マニュアル等の策定状況危機管理マニュアル等の策定状況危機管理マニュアル等の策定状況危機管理マニュアル等の策定状況     応急給水計画 応急復旧計画 地震対策 洪水対策 水質事故対策 設備事故対策 管路事故対策 停電対策 テロ対策 渇水対策 市町村  策定済 ８ ８ １２ ６ １０ ５ ７ ９ ７ １１  未策定 ２０ ２０ １６ ２２ １８ ２３ ２１ １９ ２１ １７ 県営水道 ○ ○ ○ － ○ ○ ○ － ○ ○ 出典：平成 28 年度水道統計  ⑥⑥⑥⑥ 水質管理水質管理水質管理水質管理の状況の状況の状況の状況    現在、県内で水質検査を実施する機関としては、奈良広域水質検査センター組合、奈良県水道局、奈良市企業局の３機関があり、奈良県水道局と奈良市企業局以外の水道事業体は奈良広域水質検査センター組合で検査を行っています。 とりわけ小規模事業体における水質管理体制が脆弱であり、原水から末端給水まで各工程における適正な水質管理体制を構築する必要があります。 今後、奈良県水道局、奈良市企業局及び奈良広域水質検査センター組合の３機関の検査部門統合及び水質管理の専門的知識を持つ県内事業体と連携し、水質管理の適正化及び利便性の向上を図るための水質管理体制の構築をしていく必要があります。 



13 

 

⑦⑦⑦⑦ 広域連携の状況広域連携の状況広域連携の状況広域連携の状況    
 県域水道ファシリティマネジメント県域水道ファシリティマネジメント県域水道ファシリティマネジメント県域水道ファシリティマネジメント 県営水道区域では、県域水道ファシリティマネジメントとして、更新時期が到来する市町村浄水場の更新費用と、県営水道の受水費用について比較検討した結果、県営水道を選択した方が事業の効率化を図れる場合には、市町村の浄水場を廃止し、県営水道からの 100％受水に転換を進めてきました。 この結果、県営水道 100％受水の市町村が、平成 23 年度時点の５市町村から、今後の転換見込みも含めて 17市町村となります。                 県営水道の転換状況県営水道の転換状況県営水道の転換状況県営水道の転換状況    

• 大和高田市、橿原市、香芝市、平群町、川西町、田原本町、高取町、明日香村、上牧町、王寺町、広陵町（転換済【１１市町村】） 
• 御所市、宇陀市※、三郷町、三宅町、河合町（転換予定【５市町】） 
• 安堵町（協議中【１町】） ※旧簡易水道施設の一部を除く 出典：平成 31 年 1月時点での調整状況  

 磯城郡３町（川西町・三宅町・田原本町）による経営統合（施設共同化）磯城郡３町（川西町・三宅町・田原本町）による経営統合（施設共同化）磯城郡３町（川西町・三宅町・田原本町）による経営統合（施設共同化）磯城郡３町（川西町・三宅町・田原本町）による経営統合（施設共同化）     また、県営水道区域内の磯城郡３町（川西町・三宅町・田原本町）においては、県営水道施設を活用した施設共同化への取組みを進めており、平成 28 年 7 月に「磯城郡における水道事業の広域化に関する覚書」を締結し、平成 34 年度（202２年度）の経営統合に向けて準備を進めています。  磯城郡３町磯城郡３町磯城郡３町磯城郡３町（川西町・三宅町・田原本町）（川西町・三宅町・田原本町）（川西町・三宅町・田原本町）（川西町・三宅町・田原本町）による経営統合（施設共同化）による経営統合（施設共同化）による経営統合（施設共同化）による経営統合（施設共同化）    

 

■ 県営水道施設を活用した施設共同化【磯城郡３町による施設共同化の取組】＜パターン１＞３町の受水池を田原本町に集約し、県水及び磯城郡全体の緊急貯留施設とする＜パターン２＞県水転換（直結配水）により３町の浄水場を廃止
桜井浄水場桜井浄水場桜井浄水場桜井浄水場

川西町川西町川西町川西町三宅町三宅町三宅町三宅町＜パターン２＞＜パターン２＞＜パターン２＞＜パターン２＞エリアエリアエリアエリア非非非非常常常常時時時時常常常常時時時時御所浄水場御所浄水場御所浄水場御所浄水場南部調整池南部調整池南部調整池南部調整池
＜パターン１＞＜パターン１＞＜パターン１＞＜パターン１＞エリアエリアエリアエリア田原本町田原本町田原本町田原本町非常時は川西町、三宅町方面にも配水 非常時は田原本町内全域に配水 【関係町】川西町三宅町田原本町

（H28.7 経営統合に向けた広域化に関する覚書締結）



14 

 

 上牧町・王寺町・河合町による施設共同化上牧町・王寺町・河合町による施設共同化上牧町・王寺町・河合町による施設共同化上牧町・王寺町・河合町による施設共同化    上牧町・王寺町・河合町においても、平成 29 年 10 月に「上牧町、王寺町及び河合町における水道施設の共同化に関する覚書」を締結し、県営水道と３町で水道施設の共同化を進めています。  上牧町・王寺町・河合町による施設共同化上牧町・王寺町・河合町による施設共同化上牧町・王寺町・河合町による施設共同化上牧町・王寺町・河合町による施設共同化    

  
 五條・吉野区域における水道広域化の検討五條・吉野区域における水道広域化の検討五條・吉野区域における水道広域化の検討五條・吉野区域における水道広域化の検討    五條・吉野区域における、五條市・吉野町・大淀町・下市町は、自己水源により水道事業を行っており、県と４市町で水道施設の共同化の検討を進めています。  五條・吉野区域における五條・吉野区域における五條・吉野区域における五條・吉野区域における施設共同化施設共同化施設共同化施設共同化の検討の検討の検討の検討    

  

王寺町
御所御所御所御所浄水場浄水場浄水場浄水場 桜井桜井桜井桜井浄水場浄水場浄水場浄水場上牧町

河合町第一配水池河合町第一配水池河合町第一配水池河合町第一配水池・耐震化（更新）・受水地点に追加（第２受水地）
河合町
：県営水道送水管新規整備区間

浄水場廃止 浄水場廃止県水送水管の効率化（更新区間の見直し）
河合町西大和配水池（第１受水地）河合町西大和配水池（第１受水地）河合町西大和配水池（第１受水地）河合町西大和配水池（第１受水地）・更新（ダウンサイジング）・配水池併用型直結配水を導入王寺町配水池王寺町配水池王寺町配水池王寺町配水池

：更新しない県営水道送水管管路更新計画の中で整備上牧町配水池上牧町配水池上牧町配水池上牧町配水池
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⑧⑧⑧⑧ 上水道エリアの現状と課題上水道エリアの現状と課題上水道エリアの現状と課題上水道エリアの現状と課題    
 

  ■統計資料等による定量分析  □市町村ヒアリング等による定性分析       

項目 現状と課題 水需要 ■人口減少に伴い、水需要も減少する見込みであり、将来の給水収益の悪化が予想される □ダム水源による比較的安定した水道供給体制が確立されているが、災害時のリスク管理を考慮したうえで、今後の水需要の減少に伴う水源の最適化が必要 
水道施設 

■施設更新費用予測では今後 30 年間で現在の 3倍程度となる ■施設利用率は 60％を切る水準であり、ダウンサイジングや施設の統廃合など、施設更新に工夫が必要 ■管路更新率や管路経年化率がともに全国平均より悪く、管路更新が進んでいない □老朽管更新、耐震化を計画的に進めている市町村もあるが、全体的に、技術職員の不足等により十分な対応ができていない □施設の更新に際しては、適正な資産管理の観点から、アセットマネジメントの実施と、体制強化を踏まえた対応が必要 水道料金 ■水道料金は全国平均を上回る水準であり、市町村間の格差が大きい ■水道料金は高い水準だが、料金回収率が低い市町村があり、経営努力を行っても持続的な経営が困難となる可能性がある □経営戦略等の計画策定を進め、水道料金の適正化、業務・施設の効率化・最適化を進める必要がある 職員 ■職員数は過去 10 年間で約 21％減少 □技術職員等が不足しているが、市町村単独で職員確保、技術の継承、後継者育成は困難であり、人材面からも広域連携、民間委託等による業務効率化が必要 危機管理 ■危機管理マニュアル等の策定を更に進める必要がある □技術職員等が不足しており、危機対応体制の構築が必要 水質管理 □各工程における適正な水質管理体制の構築が必要 



16 

 

（２）簡易水道エリア        ①①①① 水需要水需要水需要水需要の状況の状況の状況の状況    人口減少に伴う水需要の減少は、上水道エリアより深刻な状況であり、将来的に年間給水量は約 66％減少する見込みです。  簡易水道エリアの給水人口と年間給水量予測簡易水道エリアの給水人口と年間給水量予測簡易水道エリアの給水人口と年間給水量予測簡易水道エリアの給水人口と年間給水量予測    

 出典：社会保障・人口問題研究所推計人口（平成 30 年）を利用した水需要予測  ②②②② 水道水道水道水道施設の状況施設の状況施設の状況施設の状況    経営面の脆弱さから、今後は施設効率化を進めることが必要ですが、山間部で地理的に施設が散在しており、施設の共同化等の効率化が困難な状況にあります。また、水道施設台帳が整備されておらず、適正な資産管理ができていないことから、将来的な施設更新計画の作成が困難な状況にあります。 これらを抜本的に解決するための人材面の課題解決を含めた広域的な支援体制の構築が急務となっています。   

05001,0001,5002,0002,500
0246810
12141618

H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43 H44 H45 H46 H47 H48 H49 H50 H51 H52 H53 H54 H55 H56 H57 H58年間給水量（予測） 年間給水量（実績）給水人口（実績） 給水人口（予測）
給水人口と年間給水量(千m3/年)（千人） （千m3/年）

 過疎化による、大幅な水需要の減少に伴い、給水収益の悪化が予測されます。 
 簡易水道事業は非効率な水道としての経営面での課題に加え、水道職員（人員）が少ないことから、運営・管理体制が極めて脆弱な状況にあります。 
 簡易水道エリアの多くは中山間地域のため、水道施設統合が難しい状況です。 
 料金回収率が低く、大幅な原価割れの状況になっています。 
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簡易水道１１村における簡易水道１１村における簡易水道１１村における簡易水道１１村における各種計画各種計画各種計画各種計画等等等等の策定状況の策定状況の策定状況の策定状況     水道施設台帳 管路・施設更新計画 経営戦略 策定済 ２ １ ３ 取組中 ９ ２ ２ 未策定 － ８ ６ 出典：平成 29 年度簡易水道事業に対する 11 村アンケート 平成 29 年度総務省経営戦略策定状況  ③③③③ 水道料金水道料金水道料金水道料金    簡易水道エリアの水道料金は平均 1,409円（10m3）と低い水準にありますが、料金回収率が極めて低く、一般会計からの繰出に依存している状況にあります。国に対し、新たな措置等、制度創設の要望を行うとともに、一般会計からの財政支援を維持しつつも、適正な資産管理や、水道料金の適正化が急務となっています。  簡易水道エリアの水道料金の状況簡易水道エリアの水道料金の状況簡易水道エリアの水道料金の状況簡易水道エリアの水道料金の状況    
 出典：平成 28 年度奈良県の水道概要  簡易水道エリアの料金回収率簡易水道エリアの料金回収率簡易水道エリアの料金回収率簡易水道エリアの料金回収率    

 出典：平成 28 年度経営比較分析表 

05001,0001,5002,0002,500（単位：円） 水道料金（10m3）の比較（簡易水道）
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 ④④④④ 職員の状況職員の状況職員の状況職員の状況（維持管理の状況）（維持管理の状況）（維持管理の状況）（維持管理の状況）    簡易水道エリアにおいては、水道担当職員が１～２名のみで他業務を兼務している場合が多く、職員は日常の維持管理を行うことが精一杯で、施設の更新計画や水道料金の見直し等の業務に割く時間が取れていない状況にあります。 また、少人数による管理体制のため災害時の対応に苦慮していることから、技術力の維持・確保、広域的な維持管理体制を確保する必要があります。  簡易水道エリアの職員数簡易水道エリアの職員数簡易水道エリアの職員数簡易水道エリアの職員数 
 出典：平成 30 年 4月村ヒアリング  また、簡易水道の維持管理体制は、役場直営が６村と最も多く、次いで直営＋地元管理が４村、地元管理のみが 1 村の順番になります。当初は、地元管理が多くみられましたが、地元住民の高齢化等により役場直営による管理へと移行してきました。しかしながら、役場直営による管理で専任職員がいる村は少なく、簡易水道を担当する職員の多くは他業務との兼任で、多くの作業を行っていることが実情です。  簡易水道エリアの維持管理状況簡易水道エリアの維持管理状況簡易水道エリアの維持管理状況簡易水道エリアの維持管理状況  直営管理 直営＋地元 地元管理 簡易水道 事業 曽爾村 山添村 野迫川村 下北山村 天川村  上北山村 十津川村  黒滝村 川上村  御杖村   東吉野村   出典：平成 29 年度簡易水道団体に対するアンケート調査   

01234
5 職員数職員数（人）
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⑤⑤⑤⑤ 広域連携広域連携広域連携広域連携等等等等の取り組みの取り組みの取り組みの取り組み    簡易水道エリアでは、人員不足により技術力の確保が困難であることから、県水道局による技術支援に取り組んできました。具体的には、水質検査、水質管理方法の助言、浄水場等の運転管理方法の検証、流量計等の機器貸出、設備更新計画に関する助言、漏水復旧の緊急時支援などを行っています。 また、平成 30 年度からは、地域のライフラインである簡易水道施設の老朽化と運営力の低下に対し、小規模でも持続可能で安定した運営体制を研究するため、簡易水道広域連携推進研究会を立ち上げ、共同管理の体制構築等に向け、簡易水道を広域的に支援する受け皿体制のあり方検討を行っています。   ⑥⑥⑥⑥ 簡易水道エリアの現状と課題簡易水道エリアの現状と課題簡易水道エリアの現状と課題簡易水道エリアの現状と課題     項目 現状と課題 水需要 ■過疎化などにより、給水人口の減少は上水道エリアより深刻 ■2046 年の年間給水量は約 66％減少する見込み 施設 □施設規模が小さく、距離が離れていることから施設共同化等が困難 ■施設利用率は 50％を切る水準であり、全国平均を下回る ■水道施設台帳の整備が進んでおらず、将来的な施設更新計画の策定が進んでいない状況 □施設更新・拡張の際は、水需要に見合った施設規模に再構築が必要 水道料金 ■料金回収率は 7～62%の範囲にあり、上水道エリアと比較しても料金水準が低いため、水道料金の適正化の検討を進める必要がある □水道事業維持のためには、一般会計繰出金、国の財政支援が必要 職員 ■担当が 1～2名程で、上水道エリアに比べ職員不足が顕著 □職員が水道以外の業務を兼務していることが多いことから、水質管理、休日・緊急時等の対応に苦慮 □日常の維持管理業務が中心となり、水道施設台帳の整備、計画策定、料金の見直しなどの業務が行えない状況   ■統計資料等による定量分析  □市町村ヒアリング等による定性分析  
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３）課題解決に向けた取組 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 水道事業が抱える課題は多岐にわたっており、現状を踏まえると、各水道事業者が単独で対応することには限界があります。 
 水道事業者同士が広域に連携し、県内の水道資源の効率的な活用の観点から、水道事業一体化を推進することで課題解決できると考えています。 
 国の新水道ビジョンが設定している水道の理想像の３本柱である「持続」、「強靭」、「安全」の３つの観点から課題解決に向けた取組みの方向性を設定します。 
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（１）上水道エリア 
 目標：広域連携方策としての県域水道一体化目標：広域連携方策としての県域水道一体化目標：広域連携方策としての県域水道一体化目標：広域連携方策としての県域水道一体化    

    上水道事業における様々な課題を抜本的に解決するためには、個々事業体が単独で対応するには限界があることから、県域水道の一体化を推進する。 
           県域水道一体化に向けたスケジュール県域水道一体化に向けたスケジュール県域水道一体化に向けたスケジュール県域水道一体化に向けたスケジュール 年度 内容 平成 30 年 （2018 年） 新県域水道ビジョン策定 平成 31 年 （2019 年） 県域水道一体化に係る協議会設置 平成 32 年 （2020 年） 県域水道一体化に係る覚書締結 平成 33 年 （2021 年） 県域水道一体化に係る広域化事業開始 平成 34 年 （2022 年） 磯城郡３町経営統合 ～ 県域水道一体化に係る基本協定締結 平成 37年 （2025 年）  

平成 38 年 （2026 年） 上水道の経営統合上水道の経営統合上水道の経営統合上水道の経営統合    
 概ね 10 年後 事業統合   

経営統合後、当面の間、市町村水道事業は、 セグメント会計（料金）として継続 →現在の水道事業体での経営改善努力を促し、経営理念の共有化を図る 

現在の上水道事業 県域水道一体化    一体化 28 市町村 水道事業 県営水道 水道用水 供給事業 経営統合（企業団） 奈良広域水質検査センター組合 
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持続持続持続持続 広域連携方策広域連携方策広域連携方策広域連携方策    ① 施設更新費用抑制効果（施設の共同化） 
 浄水場（水源）の統廃合 

•県営水道区域においては、平成 58 年（2046 年）時点の水需要予測から、将来的には県営水道の２浄水場及び奈良市の１浄水場に集約が可能となると考えられます。今後は投資最適化と危機管理上のリスクを考慮し、関係市町村と調整・協議の上、段階的に浄水場（水源）の統合を進める。 
•五條・吉野区域においては、吉野町浄水場を廃止し、大淀町、下市町から送水するとともに、五條市浄水場の１系統を廃止し、大淀町から送水。この案を基本として今後施設共同化を進める。 

 管理の拠点を５箇所（奈良市緑ヶ丘浄水場、大淀町桜ケ丘浄水場、県の御所・桜井浄水場、広域水道センター）に集約し、５拠点に集中監視制御システムの構築を目指す。なお、各市町村浄水場の統廃合に合わせた段階的な管理拠点の統合を進める。 
 

 送配水施設の効率化 
•市町村の垣根を越え、危機管理上のリスクを考慮したうえで、関係市町村と調整・協議し、段階的な配水池の統廃合・ダウンサイジングを進める。 
•浄水場の統廃合を踏まえ、必要に応じて各市町村間を連絡管で連結し、水融通機能の向上を図る。 ② 体制強化策（経営統合） 

 業務・システムの共同化 
•水道事業に関するシステム（設計積算・料金・マッピング）及び、内部事務システム（財務会計や文書管理）の共同化を図る。 
•管理運営業務を広域で集約して実施することにより、技術職員の連携を図り、技術継承（人材育成）のために必要な職場研修（OJT）の仕組みを構築する。 
•人材不足により管路更新が進まない状況もあることから、例えば、浄水場の廃止とそれに伴う管理の拠点化を図る等により生じた技術者の適正配置や民間委託（管路デザインビルド等）も含め検討を行う。 
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 官民連携 
•官民連携は、業務委託、包括委託、第三者委託、DB（デザインビルド）などの手法を検討し、コスト削減や適正な人員配置を行う。 
•現時点では、民間事業者への運営権の譲渡は想定していない。 

 会計・財政ルール 
•施設更新事業の実施においては、統合後の組織を構成する市町村の旧水道事業体（セグメント）ごとの資産状況の格差の縮小を目指すとともに、各セグメントの料金適正化により財源の確保を目指す。 
•水道施設台帳の整備を行いアセットマネジメントを実施し、各セグメントの料金適正化を図るとともに、起債残高や内部留保金の規模をはじめとした経営状況の格差解消のため各市町村一般会計からの出資ルール等も検討する。 

 維持管理 
•水道施設の健全度を把握する施設点検を適切に行い、長寿命化のため長期的な視点で施設の維持・修繕に努める。 強靱強靱強靱強靱 危機管理危機管理危機管理危機管理方策方策方策方策    ① ハード面：施設の耐震化・老朽化への取組の促進等 

 施設の耐震化、老朽化への対応のため、水道施設台帳の整備を行い、経営統合時までに、アセットマネジメントを実施し、施設更新のルールを定めるとともに、県水道局の技術力を活用した、管路点検ルールの作成を進める。 ② ソフト面：危機管理体制の再構築 
 災害マニュアル等の整備を更に進めるとともに、マニュアルの標準化を行い、危機管理体制を強化する。 
 業務の効率化により生じた資源（人・モノ）を活用し、市町村区域にとらわれない災害時の支援体制を構築する。 安全安全安全安全 安全の確保安全の確保安全の確保安全の確保（水質管理の一元化）（水質管理の一元化）（水質管理の一元化）（水質管理の一元化） 
 公的水質検査機関（３機関）の統合により、水質検査箇所を１箇所から３箇所にすることで、水質管理の効率化及び非常時における水質検査のバックアップ体制を構築する。併せて、これまでの市町村の有する水質管理の専門的知識を継承し、水道水の品質向上・顧客満足度の向上に努める。 

  
 水質管理基準の標準化のため、水質管理計画を策定する。 
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 （２）簡易水道エリア 目標：広域的支援体制（受け皿体制）の構築目標：広域的支援体制（受け皿体制）の構築目標：広域的支援体制（受け皿体制）の構築目標：広域的支援体制（受け皿体制）の構築        持続持続持続持続 支援組織の構築支援組織の構築支援組織の構築支援組織の構築    
 各村単体では解決できない課題に対して、広域的な支援を行う受け皿組織を構築 

•各村間で日常業務の標準化等を進め、共同管理体制の構築を促進する。 
•受け皿組織は広域的な共同管理体制として、各村から施設管理業務などの日常業務を受託し、各村の負担軽減を図る。 
•受け皿組織の構築には民間事業者のノウハウを活用した多様な委託方策を検討する。 
•水道施設台帳を共同作成のうえ、公営企業会計の適用を実施する。  

  持続持続持続持続 財源確保に向けた取組財源確保に向けた取組財源確保に向けた取組財源確保に向けた取組    
 簡易水道は経営が厳しい事業であるため、今後も国に対して新たな財源措置や制度創設の要望を行う。 

•国庫補助制度や地方財政措置の拡充 
•簡易水道の基盤強化方策（水道施設台帳整備・公営企業会計適用の支援） 

 支援組織構築の効果として、各村一般会計からの繰出金の適正化を目指す。     安全安全安全安全 安全の確保（水質管理の一元化）安全の確保（水質管理の一元化）安全の確保（水質管理の一元化）安全の確保（水質管理の一元化）    
 公的水質検査機関（３機関）の統合により、水質検査箇所を１箇所から３箇所にすることで、水質管理の効率化及び非常時における水質検査のバックアップ体制を構築する。 
 水質管理基準の標準化のため、水質管理計画を策定する。   

委託等により委託等により委託等により委託等により村の業務負担減村の業務負担減村の業務負担減村の業務負担減経営等業務を経営等業務を経営等業務を経営等業務を実施実施実施実施するするするする時間の確保時間の確保時間の確保時間の確保
発注業務 経営状況の把握日常業務検針・収納業務施設管理業務 経営等業務台帳整備計画策定 投資の合理化料金の見直し広域連携支援（受け皿組織）広域連携支援（受け皿組織）広域連携支援（受け皿組織）広域連携支援（受け皿組織）アドバイス等アドバイス等アドバイス等アドバイス等村村村村による実施支援による実施支援による実施支援による実施支援 人員不足解消策ノウハウ不足解消策

施設状況の把握 各村の状況に応じた適切な経各村の状況に応じた適切な経各村の状況に応じた適切な経各村の状況に応じた適切な経営を行うことで、営を行うことで、営を行うことで、営を行うことで、持続的な事持続的な事持続的な事持続的な事業運営業運営業運営業運営を実現を実現を実現を実現各村各村各村各村
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5.5.5.5. 計画区域における水道の基盤の強化のために計画区域における水道の基盤の強化のために計画区域における水道の基盤の強化のために計画区域における水道の基盤の強化のために県県県県、、、、市町村市町村市町村市町村及び及び及び及び水道事業者等が水道事業者等が水道事業者等が水道事業者等が

講ずべき措置に関する事項講ずべき措置に関する事項講ずべき措置に関する事項講ずべき措置に関する事項    

 

 

 

 

 １）県が講ずべき施策 県は、「奈良モデル」として取組んできた広域連携を推進し、上水道エリア及び簡易水道エリアの各区域の自然的社会的諸条件に応じて、その区域内における市町村区域を超えた広域的な水道事業者等の間の連携等について推進・調整役となり取組みを進めます。 上水道事業では、県営水道と２８市町村上水道の統合を基本とする県域水道一体化の推進に取組みます。 簡易水道事業では、単独で解決しない課題に対し広域的に支援を行う、受け皿組織の構築に取組みます。 また、安全確保の観点から、水質管理の一元化を目指し、検査組織と水質管理基準の統合を進めます。  ２）県水道局が講ずべき施策 県水道局は、供給体制の持続性を確保し、県域全体での資源の効率化・最適化を目指す、県域水道一体化の推進に取組みます。具体的には、県水道局の資産や組織・人材を活用して、上水道エリアにおける施設共同化に関する施策等を進めるべく、市町村水道事業者と連携のもと、積極的かつ主体的に取組みます。 また、簡易水道エリアに対しては、施設や水質管理に関する知見をもとに、事業を運営する村に対し、技術的支援を積極的に行います。  ３）市町村が講ずべき施策 市町村は、従来どおり、水道事業者の組織の充実のために支援を行い、危機管理等についても市町村の情報や方針を水道事業者と共有することで、災害時の連携を積極的に進めることとします。 また、上水道エリアの市町村については、県域水道一体化の取組みに対し、県及び県水道局と共に検討に参加するとともに、必要に応じて経営統合後も組織体制や財政運営上の支援に努めることとします。 簡易水道エリアの村については、従来どおりの財政支援・人員配置を行うとともに、受け皿組織の構築に向けた取組みに積極的に支援することとします。 

 広域連携を推進するため、県と県水道局が広域連携の推進・調整役となります。水道事業者は、基盤強化の方策として広域連携を推進し、市町村のサポートを受けながら、事業の適正かつ能率的な運営に努めます。 
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 ４）市町村水道事業者が講ずべき施策 市町村水道事業者は、改正水道法で義務づけられた、水道施設台帳の作成を行うとともに、県域水道一体化を見据えて自らの資産に対しアセットマネジメントを実施し、持続可能な事業運営を行うこととします。 また、施設の長寿命化を図るため、長期的な更新需要を把握し、長期的な施設更新計画の作成し、併せて、健全性を確認する観点から、日常点検・定期点検を充実し、施設の維持管理を行うこととします。 水道の基盤強化の方策として、広域連携の検討を進めるため、上水道エリアの市町村については、県域水道一体化の取組みに対し、県及び県水道局と共に検討に参加することとします。 また、簡易水道エリアの村については、受け皿組織の構築に向けた取組みに積極的に参加することとします。   


